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「道の駅とざわ高麗館再整備事業サウンディング型市場調査」に係る 

調査結果について 

 

戸沢村（以下、「本村」という。）にて「道の駅とざわ高麗館再整備事業サウンディング型市場調査」を

実施し、民間事業者と対話を行いましたので、その結果を公表します。 

 

１ スケジュール 

No 内容 時期 

1 サウンディング実施要領の公表 2026年 6月 1日(月) 

2 サウンディング参加申込期限 2026年 6月 30日(火) 

3 サウンディング実施日時・場所の連絡 2026年 7月初旬～10日(金) 

4 サウンディングの実施 

※対面 or オンライン 

(1)対面の場合 ※現地見学会同時開催 

 2026年 7月 23日(木) 

 2026年 7月 24日(金) 

(2)オンラインの場合 

 2026年 7月 14日(火) 

 2026年 7月 15日(水) 

 2026年 7月 17日(金) 

 2026年 7月 21日(火) 

5 サウンディング結果概要の公表 2026年 8月中旬～下旬 

 

 

２ 参加者 

参加申込のあった 5者と対話を実施しました。 

 

 

３ 調査結果の概要 

本村が提案を求めた（1）～（8）の項目について、下記ご意見、ご提案を頂きました。なお、事業者の

ノウハウに配慮し、提案の具体的な内容については記載を省略しています。 

 

（1） 本事業を実施する上でのアイデア 

 幹線道路から外れた現状では立ち寄り利用の回復は困難であり、「目的地となる施設」への転換が

必要。 

 地域住民の日常利用を基本とし、付随的に観光客も楽しめる施設とする。 

 地元の農業者・事業者のネットワークと結びついた運営。 

 最上川舟下り等、周辺観光施設との相互送客・相互発信。 
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 地場産品を活用したイベントの実施や、地域住民が集まる場としての活用。 

 既存の駐車場を活かした滞在型（宿泊）機能の導入。 

 韓国文化を活かした体験プログラムや、夜間の景観を活かした情報発信。 

 韓国というコンセプトは他にない差別化要素であり、活かす方向での検討が望ましい。 

 チマチョゴリ体験や大型イベント等、文化交流の場としての活用。 

 「なぜここに韓国様式の道の駅があるのか」という歴史・経緯の発信。 

 周辺観光と一体の周遊商品として旅行会社へ売り出す、広域的な取組。 

 現在地での再整備は、建物・駐車場・動線の全面的な作り直しが前提となる。 

 立地条件が整うのであれば、移転を含めた再整備も選択肢。 

 交通量や季節変動を積み上げた、現実的な集客目標に基づく企画が必要。 

 案内看板が分かりにくく、道の駅と認識されにくい点が課題。 

 

（2） 施設運営について 

 設備・建物・外構・修繕を含む維持管理は、一括での対応が可能。 

 レストラン・物販は、地元事業者がテナントとして担うことが望ましい。 

 全てのフェーズにおいて、地元事業者との連携が必須。 

 除雪費は変動が大きいため、実費精算方式が望ましい。 

 指定管理は、行政と二人三脚で進めることが大前提。 

 事業手法は特定の方式ありきではなく、地域の実情に応じて選択すべき。 

 運営の担い手（現指定管理者）の意向が最も重要。 

 改修・運営・維持管理を一体で取りまとめる形も選択肢。 

 観光案内は、人が常駐してこそ機能する。 

 事業者の関わり方は、指定管理のほか、整備（投資）事業者としての参画も考えられる。 

 

（3） 本事業の抱える課題についての考え方 

 【積雪】エリアを絞った冬期営業や、冬に動きやすい施設配置への再編が現実的。 

 【積雪】冬期を営業対象から外す割り切りや、季節に応じた柔軟な運用も選択肢。 

 【利用者減少】案内看板の増設等では、従前の水準への回復は困難。 

 【利用者減少】常に人が通る道路沿いであること、明確な「目的地」であることが重要。 

 【利用者減少】周辺一帯を含めた目的地化により、交通量減少の影響を軽減する。 

 【老朽化】事業化の前に、劣化状況の点検と法令適合の確認が必要。 

 【老朽化】施設の現状を外部へ発信することが、事業者の判断材料となる。 

 【老朽化】老朽化が進んでおり、耐震性を含めた安全性の確認が必要。 

 【老朽化】修繕の目的（道の駅機能か文化交流施設か）により、必要な費用は大きく変わる。 

 【老朽化】全建物の修繕には多額の費用を要し、近年の建設費上昇も考慮が必要。 

 【未使用施設】新規整備による活用は、需要・投資回収の面で困難。 

 【未使用施設】活用する施設としない施設を割り切り、維持管理の水準にメリハリをつける。 

 【未使用施設】利用の少ない建物を解体し、跡地の利活用を併せて検討する方法もある。 
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 【未使用施設】簡易な使い方であれば、小規模な修繕で活用できる部分もある。 

 

（4） 本事業を実施するにあたり考えられるリスク、課題等 

 テナント（担い手）を確保できないこと。 

 冬期に一部を閉鎖する場合の収益確保。 

 再整備後の来訪者数を見込むことの難しさ。 

 把握できていない劣化・不具合や、想定を上回る修繕の発生。 

 除雪費の変動、および斜面地における落雪・雪崩等の事故。 

 建設費の上昇、および分割払いによる金利負担。 

 修繕を行っても、運営面での転換がなければ賑わい創出につながらないこと。 

 夜間に運営する場合の人員増や、近隣への配慮。 

 移転を検討する場合の、近隣自治体の道の駅との調整。 

 情報が不足しており、事業として成立するかどうかの判断自体が難しいこと。 

 

（5） 事業提案に係る村に対する要望 

 指定管理料は、施設全体の維持管理・運営に対して支払う方式が参入しやすい。 

 テナントと指定管理者の業務範囲を明確に区分すること。 

 地元利用の割合、除雪費、水道光熱費、植栽管理費等、現状データの提供。 

 劣化状況の点検・法令適合の確認を行い、施設の現状を発信すること。 

 地元の気運醸成（事業の周知・声かけ）は村も担うこと。 

 単年度で支出可能な予算規模を示すこと。 

 有利な財源（過疎対策事業債等）の適用可否の確認。 

 住民の意向調査の実施や、観光部局からの情報提供。 

 

（6） 本施設を継続すべきかどうか 

 コアとなるものがあれば継続は可能だが、現状では判断が難しい。 

 建物を修繕してそのまま使い続けることは厳しい。 

 立地条件から、現在地での再整備はハードルが高い。 

 役割を終えた施設として、縮小・整理していく選択肢もある。 

 「道の駅」としての存続は難しいが、文化交流施設として役割を変えて残す方法がある。 

 取り壊さず継続すべき。ただし「道の駅」から脱却し、別の形態での継続が望ましい。 

 稀少な韓国様式の建築であること、避難所としての機能を有することが、継続の理由。 

 総じて、現行の「道の駅」の枠組みのままでの継続は困難、または現状では判断が難しいとの見

方が示された一方、機能・役割を転換したうえでの存続を提案する意見が複数あった。 

 

（7） 本事業への参入可能性 

 前向きに検討する方針。参入の可否は、運営を担える事業者を含めたコンソーシアム（共同事業

体）を組成できるかによる。 
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 最低限の修繕と、既存施設を改修して運営まで担う方式による参画の可能性。 

 移転を含む再整備の可能性調査についても、受託・支援が可能。 

 現行の「道の駅」の枠組みでの参入は難しいが、役割分担を前提とすれば段階的な参画が想定で

きる。 

 大規模な工事を伴わない事業であれば、初期投資が低く参入しやすい。 

 事業者によっては、指定管理ではなく整備（投資）事業者としての関与が中心となる。 

 いずれも、施設の現状に関する情報と村の方針が示されることが、判断の前提となる。 

 

（8） その他ご意見等 

 本施設単体ではなく、村全体で観光資源を発信していくことが重要。 

 地元の観光事業者は、外部から参入する事業者にとって心強いパートナーとなり得る。 

 地域連携にあたっては、キーとなる人材を発掘・招致することが有効。 

 需要把握の手法として、試験的な利用（トライアルサウンディング）や住民アンケート等がある。 

 

 

４ 調査結果を踏まえた今後の方針 

本調査結果を踏まえ、再整備および運営等について検討していく。 


